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本日の内容
1.はじめに

2.社会政策の歴史的背景

3.フィンランドにおけるベーシックインカム議論

4.ベーシックインカム社会実験の実施とその後

5.考察と結び
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1.はじめに
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日本でのベーシックインカム(BI)議論



貧困・格差に加えAI化の文脈でも



話題になったフィンランドBI社会実験



背景
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■「なぜフィンランドで？」「どういう意味をもつ？」
⇒あまり問われず／BI認識が深まる契機になっていない

■フィンランドに固有の文脈でBIを捉えなおす意義

⇒BI社会実験・構想の射程をより的確・具体的に把握
できるようになる

■個人単位・無条件給付での基本所得保障（山森2009）

■BI社会実験：広い関心を集めているが・・・



報告の目的
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■フィンランドの歴史的，社会経済的，政治的文脈は
BI社会実験・BI構想にどのように影響を及ぼしたか？

■今回のBI社会実験・BI構想は，フィンランドを含

む北欧福祉国家の刷新にとってどのような意味を持
ちうるか？

次の2点を明らかにすることが目的



本報告で言いたいこと
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1. BIは，フィンランドに特徴的な普遍主義の自然な帰
結であり，ラディカルな手段とは言えない

2. BI構想をめぐる議論には2つがあり，多様な支持を集
めると同時に，前者へと換骨奪胎される傾向

1) 短期的問題解決と効率化手段
2) 長期的趨勢的変化への根本的対応策

3. 福祉国家の刷新手段としてはBIには限界があるが，
議論の起爆剤になる可能性がある



BIが論じられる背景 (1)経済危機

■人口一人当たりGDP成長率(2009-16)／同 2009年

DE 2.4%, JP 2.3%, EU 2.3%, US 2.2%, SE 2.1%, FI 1.1%

FI -8.7%, SE -6.0%, JP -5.5%, US -3.6%

■失業率(25-54歳：2016年)

FI 7.4%, SE 5.5%, JP 3.1%, US 4.2%

⇒AIによる雇用喪失以前に，経済危機の中で論じられてい
るのがフィンランドのBI論の状況

（出所：OECD Employment Outlook 2017より筆者計算）



BIが論じられる背景 (2)緊縮財政

政府支出の対GDP比率 (2007年=100)

（出所：OECD Government at a Glance 2017より筆者計算）

財政赤字の対GDP比(2015)

FI:   2.3%

DE: 1.6%

GE: 0.9%

SE: 0.5%

EU「安定・成長協定」に
よる拘束

⇒緊縮財政路線の必然性



BIが論じられる背景 (2)緊縮財政

2016年度から5年間の財政支出削減計画(億ユーロ)

（出所）内閣文書より筆者計算

■典型例：大学教育への影響

EU以外学生からの大学授業料徴収／教職員の大幅削減／講義数削減・定員増

⇒つまり，財政支出削減圧力の中で，BIは議論されている



BIが論じられる背景(3)社会的支出の特徴

■社会保障関連支出である社会的支出(social expenditure)

-現物給付：在宅ケアなど実物サービス形態で給付される
-現金給付：年金のように現金形態で給付される

■フィンランドは他の北欧諸国に比べて，現金給付に傾斜

現物給付=1とすると，現金給付はSE 0.86, DE 1.03に対し, FI 1.62

⇒現金給付の抑制に社会保障改革が向かいやすい
＊BIは現金給付に他ならないことに留意

（出所：OECD Stats, 2013）



2.社会政策の歴史的背景
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I. フィンランドの社会政策の特徴

•社会政策の主要改革において、伝統的に中央党（前身は農民同盟）の
影響力が強い。中央党政権時に社会政策分野で大きな動き。

•中央党は一律給付型を指向し、社会民主党は所得比例型を指向。

•社会保健省のほか、議会直属の国民年金機構（Kela: Kansaneläkelaitos
、ケラ）が社会政策の運営を担う二重の官僚制機構。特にKelaは現金
給付を中心に担当。

• Kelaは中央党色の強い組織であり、社会民主党は中央党とKelaにアレ
ルギー反応を持つ。



II. フィンランドにおける初期社会政策の議論

• 19世紀後半にドイツから社会政策の概念がもたらされ、
sosiaalipolitiikkaと訳される。

•ドイツの社会保険の議論は他の北欧諸国同様に、フィンランドでも紹
介される。急速に拡大する社会民主党により議会で提案されたが、20
世紀前半には実施に至らず（ロシアの内政への干渉、財源の問題や農
民同盟等による反対が理由）。

•「社会保険」の議論は、農民同盟により「国民保険」→「国民年金」
に置き換えられ、1937年に国民年金法が成立。フィンランドの福祉国
家建設の第一歩に。同年、Kelaが設立。

•社会保険案は1963年に承認。農民同盟主導で、Kelaの管轄に。



III. 「社会保険」から「国民年金」へ

• 1910年、社会民主党は老齢・障がい者普通保険の創設を提案→否決。

• 1927年、前年誕生したヴァイノ・タンネル社会民主党少数派政権が労働
者のための強制加入の健康保険設立の法案を議会に提出→農民同盟の強
い反対で否決。

• 1936年、第四次キョスティ・カッリオ農民同盟政権が国民年金法案を議
会に提出→1937年4月に賛成大多数で承認、1939年から施行。

• 1956年に新国民年金法に改正（積み立て方式から賦課方式へ）。

※社会保険は1963年、第一次アハティ・カルヤライネン農民同盟大連合
政権時に承認。Kelaが管轄に。



IV. 農民同盟（中央党）vs社会民主党の構図

•農業従事者の利益か、賃金労働者の利益か。

•一律比例の基礎保障か、報酬比例か。

•中央党の社会保障の理念は、「少しずつみんなへ」。



V. Kelaについて
• 1937年に、国民年金の基金の徴収と運用を目的に設立。
•現在は、①子どものいる家族への保障、②学生への所得保障、
③住宅補助、④徴兵手当、⑤失業補償、⑥健康保険、⑦リハビ
リテーション、⑧年金保障、⑨障がい者への手当およびサービ
ス、⑩遺族への保障、⑪移民への保障、そして2018年から⑫公
的扶助と幅広い社会保障分野のサービスを担う。

•役割は、「フィンランドの社会保障制度のもとにあるすべての
人に、多様なライフステージにおいて、基礎保障を提供するこ
と」（Kela冊子）。

•設立当初から議会直属の特別な地位を有する。
•これまでの所長のほとんどが農民同盟・中央党の政治家／党員
• 2017年、ベーシックインカムの運用を開始（～2018年12月末）



3.フィンランドにおける
ベーシックインカム議論
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議論の歴史
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I. ベーシックインカムについての議論

• 1970年代ごろから議論が開始される。

•当初は異なる用語が使用される。

緑の同盟・左派同盟・地方党：市民所得（ kansalaispalkka）

中央党・国民連合党：基礎所得補償（perustoimeentuloturva）

• 80年代末に中央党と緑の同盟の連携が見られる（ワーキンググルー
プの形成）。

•景気が悪化すると、ベーシックインカム議論がさかんになる。失業
・雇用対策として。社会保障が労働移動のインセンティブに。



II. 1990年代以降

•ベーシックインカム（perustulo）という言葉が定
着し始める。

•緑の同盟党首（当時）オスモ・ソイニンヴァーラ
がベーシックインカムを提唱し、注目を集める。
ソイニンヴァーラの意見は、「ミルトン・フリー
ドマンの貧困に対抗する手段＋自発的な行動を促
す方法」。

http://www.soininvaara.fi/julkaisut/

Soininvaara, Osmo, 

Hyvinvointivaltion 

eloonjäämisoppi (WSOY, 

1994)

Soininvaara, Osmo, Vihreä 

politiikka (Teos, 2012) 



III. 2000年代

•緑の同盟の躍進や世論の関心で、ベーシックインカム議論が強まる。

•中央党のマッティ・ヴァンハネン首相（当時）が2007年にベーシック
インカムに言及。対象を限定した現金給付構想。2011年から導入を目
指すも、2010年に辞任。

• 2014年末、中央党党首ユハ・シピラがベーシックインカムの試験運用
を提案。

•国民連合党政権ののち、2015年5月にシピラ中央党政権が誕生。同年
11月にベーシックインカム試験運用決定。



国内の議論と支持動向

25



(1)即効的問題解決策としてのBI
深刻な経済停滞下での議論：即効性への希求は自然

1. 失業者の求職行動を促す手段としての期待
（＝「アクティベーション政策」の手段）

■社会実験の最大の目的でもある

■就労インセンティブを欠く失業諸給付の問題を解決

2. 官僚機構の削減

⇒無条件給付なので選別手続きが要らないから



(1)即効的問題解決策としてのBI

3. 労働市場変化への対応策

■グローバル化とロボット化の進展を念頭

■低賃金雇用と雇用・解雇がやりやすくなる
(Björn Wahlroos, CEO of Nordea Bank)

■財界による支持は主にこの論点による



(2)長期的趨勢的変化への対応策
としてのBI

■長期雇用を前提にできない⇒新しい社会保障が必要

■ポスト工業社会の普遍主義的な社会保障を再構築する議
論のきっかけに過ぎない

■工業社会の社会保障の弥縫策ではなく，脱工業化の下で
のより長期的・ラディカルな社会構想であるべき

∴BI賛成論はかなり「呉越同舟」的である



(3)支持動向

■国民各層の支持率は60%以上 (Kela, 2016)

⇒企業家による支持も63%ある

■政党支持者別でも，新自由主義的な国民連合党の支持者
でも54%が支持

⇒失業保険を管理する労働組合は反対

⇒失職が懸念される公務員，および公務員を強い支持基盤とする
社会民主党にも反対が根強い

∴政治的スタンスと賛否にはあまり関係がない



4.ベーシックインカム
社会実験の実施とその後
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BI社会実験 (2017.1～2018.12)

ランダム抽出された失業者2,000名に560ユーロ/月を給付

控えめな規模・内容での実験である

・諸手当は停止／560ユーロはおよそその金額に相当

・職が見つかって就労しても，BIは停止されない

・現政権ではこれ以上行われないことが決まっている

・就労を促すか否かの検証が目的：かなり控えめ

・予算と法律上の制約により，かなり限定的な実験に

・給付は非課税



アクティベーション政策 (2018.1～)

失業者の求職を促すことを目的

■「無条件の現金給付」であるBIとは相反する政策

・3か月ごとに失業給付受給者を検査

・短時間の就労／求職活動／訓練受講がなければ(=active)   

失業給付を削減 (=4.6%) ⇒３月には94,000名が削減対象 (Kela)

⇒表面上はBIからの「後退」と見える

■だが，アクティベーションを狙っている点は共通

⇒現政権のBIへの関心の所在をよく示している



開始後の評価と非継続の決定

• 2018年４月に、ベーシックインカムの非継続を決定。Kelaの担
当者は「落胆」。Kelaは失業者ではない対象での実験を提案し
ていた。

•実際の効果の測定および公表は、実験終了後から。ベーシック
インカムの評価を議論するにはまだ早い段階。

•左派同盟や緑の同盟など継続を願う声も（条件の変化など）。

•非継続の背景としては、財源の問題やＥＵからのプレッシャー
なども考えられる。



5.考察と結び
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1. 自然な発展の結果としての
ベーシックインカム

• 中央党の「少しずつみんなへ」という考え方
の延長線上に、ベーシックインカムがあるので
はないか。

• マッティ・ヴァンハネン中央党政権がベーシ
ックインカムを提言（2008年）、ユハ・シピ
ラ中央党政権が実施を決定（2015）。試験運
用はKelaが担当に。

• 中央党の基本理念と他の政党のベーシックイ
ンカムへの関心が結びついた結果ではないか。



2. 新しい社会政策への萌芽？

•ベーシックインカム実験によって、すべての政党が社会保障制度の改
革の必要性を認識。

•来年の議会選挙の大きな争点の一つに。

•農村社会から工業社会に移行した1960年代と同様の大きな社会変化に
直面（少子高齢化・経済低成長・ポスト工業化など）。新しい福祉国
家の在り方を模索していることには変わりない。修正ではなく、根本
的な変化の可能性。

•社会保障改革TOIMIプロジェクト（TOIMI-hanke）の開始。



3. 支持の「呉越同舟」的性格と換骨奪胎
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■フィンランドでBIが支持されやすい背景

・現金給付に元々傾斜した社会的支出

・すでに現金給付は高水準＝それほどラディカルな変革か？

1か月1000ユーロ支給の場合，年間715億ユーロ必要
現行のKelaによる社会保障支出は690億ユーロ(2016)

∴不足分は25億ユーロ＝3.5%の不足に過ぎない！
（Statistics Finland “social protection”データより筆者計算）

■労働市場のアクティベーション手段へと換骨奪胎さ
れているからこそ，大方の支持が集められる構造

⇒経済・財政の状況からみて自然な帰結



4. BIの限界と可能性
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■現物給付の削減が続く中でのBI

・福祉水準が低下する可能性が大きいことに注意すべき

■現行の税収構造との矛盾？

⇒福祉国家刷新にとっての，BIの限界の一つを示唆

・福祉サービスを需要側から保証するが，供給側は等閑視

・個人所得税＋付加価値税：FI 50.8%, SE 50.0%, JP 32.6%
⇒税収の個人所得への依存が大きい

∴本格的なBIとは相容れない構造である！

■現物給付および税制の動向と関連付けて評価すべき



本報告のまとめ
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1. BIは，フィンランドに特徴的な普遍主義の自然な帰
結であり，ラディカルな手段とは言えない

2. BI構想をめぐる議論には2つがあり，多様な支持を集
めると同時に，前者へと換骨奪胎される傾向

1) 短期的問題解決と効率性手段としてBIを重視
2) 長期的趨勢的変化への根本的対応策としてBIを重視

3. 福祉国家の刷新手段としてはBIには限界があるが，
議論の起爆剤になる可能性がある



補助スライド
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■左が現金給付／右が
現物給付

■スウェーデンは
現物>現金

■フィンランドはその逆
■日本も同様

(Source: OECD)



アクティベーション政策に抗議するストライキ 2018/2/2 (Source: Yle)


